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少年非行と犯罪被害の情勢Ⅰ .
1.  少年の非行

※特殊詐欺とは、被害者に電話をかけるなどして対面することなく信頼させ、指定した預貯金口座への振込みその他の方法により、
不特定多数の者から現金等をだまし取る犯罪（現金等を脅し取る恐喝及びキャッシュカード詐欺盗を含む。）の総称です。

❶  非行少年
令和４年中の刑法犯少年の検挙人員は１万
4,887人と戦後最少だった前年よりも微増となりま
した（図①）。なお、刑法犯少年の再犯者率は依然と
して３割を超えています（図②）。

❷  不良行為少年
令和４年中に飲酒、喫煙、深夜はいかい等の不良
行為で補導された少年は29万7,078人で、平成25
年中の80万9,652人と比較して６割以上減少してい
ます（図③）。
令和４年４月から、成年年齢は18歳に引き下げら
れましたが、引き続き20歳未満の者の飲酒・喫煙は
禁止されています。

❸  犯罪に加担する少年
令和４年中に特殊詐欺で検挙された少年は473
人と、前年と比べ増加しており、総検挙人員（2,458
人）に占める少年の割合は約２割で、約５人に１人
が少年です（図④）。また、検挙された少年のうち、７
割以上が「受け子」と呼ばれるだまし取った現金等
の受取役であり（図⑤）、これらの少年の多くがＳＮ
Ｓ等の違法・悪質な求人広告に応募して特殊詐欺に
加担している実態が問題となっています。
警察では、少年をアルバイト感覚で特殊詐欺や強
盗等の犯罪に加担させないため、非行防止教室等を
通じて、違法・悪質な求人広告に応募等した少年が、
認識がないまま重大な犯罪に加担させられ、犯罪の
首謀者から都合よく利用され、「捨て駒」として捨て
られている実態等について具体的に発信する等、少
年等の心に響く広報啓発等の取組を強化しています。

❹  少年の薬物乱用
大麻や覚醒剤等の薬物乱用は少年にまで広

がっており、令和４年中、大麻事犯で検挙され
た少年は912人と、過去最多であった前年から
減少したものの、依然として高水準で推移して
います（図⑥）。
警察では、学校等での薬物乱用防止教室の
開催や、ＳＮＳ等を活用した広報啓発等薬物乱
用防止のための取組を推進しています。警察
庁では、若年層の大麻乱用を防止するための
メッセージ動画（３種）をYouTube等で配信す
るなどの取組等を推進しています。

友人・知人や、インターネット等からの「大
麻は身体への悪影響がない」「依存性がな
い」等の誤った情報をうのみにして、好奇心・
興味本位、その場の雰囲気等の動機で大麻
に手を出してしまう実態が見受けられます
（図⑦～⑨）。

※令和４年の一定時期に大麻取締法違反（単純所持）で検挙された者について、捜査過程で明らかとなった実
態です。なお、「大麻に対する危険（有害）性を軽視する情報源」は犯行時の年齢が 20 歳未満の者、「大麻
を初めて使用した経緯、動機」は初回使用時の年齢が 20 歳未満の者について取りまとめたものです。
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図② 刑法犯少年の再犯者数等の推移（平成 25 年～令和４年）

図⑥ 覚醒剤、大麻等で検挙された少年の検挙人員の推移
（平成 25 年～令和４年）

図③ 不良行為少年の補導人員の推移（平成 25 年～令和４年）

図⑤ 特殊詐欺で検挙された少年の役割別検挙状況（令和４年）図④ 特殊詐欺で検挙された少年の検挙人員等の推移
（平成 26 年～令和４年）
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２　児童虐待

令和４年中の児童虐待事件の検挙件数
は2,181件、児童虐待又はその疑いがある
として警察から児童相談所に通告した児
童数は11万5,762人となっており、いずれ
も過去最多を更新しています（図⑩、図⑪）。
また、態様別でみると、児童虐待事件の
検挙件数は身体的虐待が1,718件と最も
多く、次いで性的虐待が365件となっており、
通告児童数は、心理的虐待が8万4,973人
と最も多く、次いで身体的虐待が２万662
人となっています（図⑩、図⑪）。
警察では、児童虐待が疑われる事案を
認知した場合において、児童の安全を直接
確認し、児童相談所への通告や児童相談
所をはじめとする関係機関への情報提供
を徹底するとともに、事件化すべき事案に
ついては厳正な捜査を行うなど、児童の安
全確保を最優先とした対応を行っています。

● 身体的虐待
児童の身体に外傷が生
じ又は生じるおそれのある
暴行を加えること

● 怠慢又は拒否
児童の心身の正常な発
達を妨げるような著しい減
食又は長時間の放置、保護
者以外の同居人による身
体的虐待、性的虐待、又は
心理的虐待と同様の行為
の放置その他の保護者とし
ての監護を著しく怠ること

● 性的虐待
児童にわいせつな行為を
すること又は児童をしてわ
いせつな行為をさせること

● 心理的虐待
児童に対する著しい暴言
又は著しく拒絶的な対応、
児童が同居する家庭にお
ける配偶者に対する暴力そ
の他の児童に著しい心理
的外傷を与える言動を行う
こと

令和４年における児童ポルノ事犯の被疑者の年代別割合は、10代が最多です。10代が全体に
占める割合は、平成25年が22.7％でしたが、令和４年では44.1％を占めています（図⑭）。
児童のスマートフォン保有率及びＳＮＳ利用率の増加に伴い、10代でも、ＳＮＳで知り合った児
童に裸の画像を送信させたり、スマートフォン等を使って自分の裸をＳＮＳにアップしたりして検
挙されています。

３　子供の性被害

被害児童の実態
令和４年におけるＳＮＳに起因する事犯※の被害児童数は依然として高い水準で推移しています（図⑫）。ＳＮ

Ｓ上で、被疑者と被害児童が知り合うきっかけとなった最初の投稿者の割合は、被害児童からの投稿が多くを
占めており、その投稿内容の内訳は「プロフィールのみ」「趣味・嗜好」「友達募集」「日常生活」「オンラインゲー
ム友達募集」といった一見して犯罪に巻き込まれるとは考えにくい投稿が半数以上を占めています（図⑬）。

児童虐待の類型

Ａ女（６歳）は、オンラインゲー
ムで知り合った男に、自らの
裸の写真を自分で撮らされ、
その写真をＳＮＳで送信させ
られた。

01
ケース

Ｂ女（12歳）は、ＳＮＳで知り
合った男から言葉巧みに誘い
出され、わいせつな行為をされ、
その様子を撮影された。その後、
男は、その動画を販売した。

02
ケース

Ｃ男（13歳）は、オンライン
ゲームで知り合った男から、食
事代や遊戯代等の支払いを
受ける代わりに、わいせつな
行為をされた。

03
ケース

実際にこのような被害が起きています

児童ポルノ事犯被疑者の低年齢化

図⑩ 児童虐待事件の検挙件数等の推移（平成 25 年～令和４年）

図⑫ 【ＳＮＳに起因する事犯】被害児童数の推移（平成 25 年～令和４年） 図⑬【ＳＮＳに起因する事犯】最初に投稿した者と投稿内容の内訳

図⑪ 警察から児童相談所に通告した児童数の推移（平成 25 年～令和４年）
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図⑭ 児童ポルノ事犯被疑者の年代別割合
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※ＳＮＳに起因する事犯とは、ＳＮＳを通じて面識のない被疑者と被害児童が知り合い、交際や知人関係等に発展する前に被害に
あった子供の性被害事犯



少年の非行を防止し、犯罪被害　　　から守る取組Ⅱ.
１　警察の体制及び関係機関との連携

◆ 少年サポートセンター
全国の都道府県警察では、少年サポートセンター

を設置し、少年問題に関する専門的な知識・技能を
有する少年補導職員を中心に、学校、児童相談所等
関係機関やその他団体と連携し、街頭補導活動、少
年相談活動、継続補導・立ち直り支援活動、被害少
年への支援活動、広報啓発活動等を行っています。

２　警察における主な取組

◆ 街頭補導活動
少年のたまり場となりやすい繁華街や公園等にお

いて、少年警察ボランティア等と共同で、喫煙や飲酒、
深夜はいかい等をしている少年に指導・注意を行っ
ています。

◆ 少年相談活動
少年や保護者等からの家庭・学校・交友等に関す

る問題や犯罪被害等の悩みや困りごとについて、専
門的な知識及び技能を有する少年補導職員を中心
に、面接や電話、電子メール等で相談に応じ、指導・
助言を行っています。
また、全国の都道府県警察では、「ヤングテレホン

コーナー」等の名称で電話や電子メールによる相談
窓口を開設しています。（裏表紙参照）

◆ 少年の居場所づくり
少年の健全育成のため、関係機関・団体、地域社
会と協力し、各種スポーツ活動や清掃活動等の社会
奉仕活動、農作業体験や料理体験等の体験活動等
の機会を通じて、少年の心の拠り所となる「居場所
づくり」を推進しています。

◆ 被害少年への支援活動
性犯罪やいじめ等の被害を受けた少年に対し、心
理学等の専門的な知識を有する少年補導職員等が、
精神的ダメージの回復やその軽減に向け、カウンセ
リングの実施、関係者への助言等の継続的な支援
活動を行っています。

◆ 広報啓発活動
少年の非行・犯罪被害防止や少年相談活動の促
進等を図るため、警察職員等を学校へ派遣し、非行
防止教室や薬物乱用防止教室を実施するなど様々
な機会を通じて情報発信しています。

◆ 継続補導・少年に手を差し伸べる立ち直り支援活動
少年相談活動や街頭補導活動を通じて関わった少年に対し、本人や保護者等の申出に応じて継続的な指
導や助言、カウンセリング等を行う継続補導を実施しています。
また、問題を抱え再び非行に走る可能性がある少年及びその保護者に対して警察から積極的に連絡し、

より専門的な機関への引継ぎも視野に、継続的に声を掛けるほか、体験活動、学習・就労の支援等を行う
「少年に手を差し伸べる立ち直り支援活動」を推進しています。

◆ 少年警察ボランティア
全国の都道府県警察では少年警察ボランティア

（少年補導員、少年警察協助員、少年指導委員）を
委嘱しており、警察職員と協力して少年の健全育成
のための活動を推進しています。
また、大学生を中心とした学生ボランティアは、少
年と年齢が近く、その心情や行動を理解しやすいな
どの特性をいかし、学習支援活動や少年の居場所
づくり活動等にも取り組んでいます。

◆ 少年サポートチーム
個々の少年の問題状況に応じた的確な対応を行

うため、学校、警察、児童相談所等の担当者から構
成される少年サポートチームを編成し、それぞれの
専門分野に応じた役割分担の下、少年等への指導・
助言を行っています。

◆ スクールサポーター
退職した警察官等をスクールサポーターとして警
察署等に配置し、学校からの要請に応じて派遣する
などして、いじめ等の学校における少年の問題行動
等への対応、巡回活動、相談活動、児童の安全確保
に関する助言等を行っています。

◆ 警察と学校等との連携
警察と教育委員会等の間で締結した協定等に基

づき、非行少年等問題を有する児童・生徒に関する
情報を学校と警察が相互に通知する「学校警察連
絡制度」が、全ての都道府県で運用されています。
また、警察署の管轄区域や市区町村の区域等を
単位とした「学校警察連絡協議会」を設置して、学校
と警察で情報交換を行っています。

警察では、いじめ事案の早期発見に努めるとともに、把握した事案については、被害児童生徒及び保護者
の意向、学校における対応状況等を踏まえ、的確に対応しています。

学校におけるいじめ問題への対応
立ち直り支援活動の事例

基本的な
考え方

教育上の配慮等の観点から、一義的には教育現場における対応を尊重しつつも、事案の悪質性、重
大性及び緊急性、被害児童生徒や保護者の意向、学校における対応状況等を踏まえながら、警察と
して必要な対応をとる。

学習支援農業体験 スポーツ活動

日常では経験できない農
業を協力して行うことで、
少年たちとのコミュニケー
ションを図ります。

チームワークを必要とす
るスポーツを通じて、少
年たちと共に汗を流し絆
を深めます。

不登校などで遅れてし
まった勉強や、これから受
験を控えている少年たち
の勉強をサポートします。

いじめ事案の早期把握 把握した事案への的確な対応

迅速に捜査・調査に着手

被害の届出を即時受理
して捜査・調査を推進

（学校の指導効果が不十分な場合）
警察としてのより主体的な対応を検討

一義的には学校における対応を尊重
（必 要に応じて、警 察からも加害児 童

生徒に注意・説諭）

少年相談

その他の事案

被害児童生徒の生命、身体又は財産に重大な
被害が生じている、又はその疑いのある事案

被害児童生徒又はその保護者が犯罪行為とし
て取り扱うことを求める事案

いじめ事案
被害児童生徒

相
談
・
通
報

対応状況等を警察に連絡

学校における対応を支援

日頃からの
緊密な連携
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少年事件手続きの流れ ( 概要 )

警　察

家庭裁判所 少年鑑別所

非行のある少年が判明したら、
取調べ（逮捕する場合もあり
ます｡）や質問等により、どの
ような非行があったのかを明
らかにします。

送られてきた事件について、
審 判（ 大 人の 事 件 で いう裁
判）を開始するかどうかを決
定します。

検 察 庁
検察官が取調べをした後、少
年をどのような処分にするの
がよいのかの意見を付けて、
家庭裁判所に事件を送ります。

特定少年（18・19歳の犯
罪を犯した少年）は、検察
庁に全事件を送ります。

14～17歳の少年で、法定
刑が懲役・禁錮等の比較
的重い犯罪を犯した場合
は、検察庁に事件を送り
ます。

保護処分（刑事処分や児
童相談所へ送る処分以外
の処分）が必要であると
認められる場合は、審判
手続を開始します。

これまでの手続の過程で、
少年が十分改心し、もは
や審判廷に呼び出す必要
がないと判断された場合
は、審判手続を開始せず、
終了します。

＝ 審判不開始

少年が凶悪な犯罪を犯し
た場合等、刑事処分にす
べきであると認められた
場合には事件を検察庁に
送り返します。ただし、14
歳未満の少年は検察庁に
送り返すことはありません。

＝ 逆送事件

14～17歳の少年で、法定
刑が罰金以下の犯罪を犯
した場合は、直接、家庭
裁判所に事件を送ります。

14歳未満の少年は罰せら
れることはありませんが、
少年の行為や環境等に応
じ児童相談所に送致・通
告します。

児童相談所
家庭裁判所での審判や保
護処分が必要であると判
断した場合は､家庭裁判
所に事件を送ります。

児童福祉法上の措置を
執って事件を終わらせる
こともあります。

児童自立支援施設への
入所や里親への委託等

家庭裁判所は、審判を行うた
め必要があるときは、少年鑑
別所収容の決定を行うことが
あります（２週間～最大８週
間）。

＝ 観護の措置

検察庁
裁判所に公訴を提起するかど
うか を決 定します。ただし、
逆送事件の場合は、原則とし
て起訴されます。

裁判所
通常の大人の事件と同様に、
刑罰を科すかどうかの決定を
します。

少年が非行を克服し、保護処分の必要がないと認められた場合は不
処分とし、保護処分に付さない旨の決定をします。

不 処 分

●少年院送致
少年を施設に収容し、矯正教育その他の必要な処遇を行うことに
よって、改善更生及び円滑な社会復帰を図る必要があると認められ
た場合は、少年院に送ります。

●児童自立支援施設･児童養護施設送致（特定少年を除く。）
少年を取り巻く環境を重視し、施設における生活指導を要すると認
められる場合は、児童自立支援施設（非行を犯した児童等の支援施
設）、児童養護施設（保護者のない児童、虐待されている児童等の保
護施設）に入所させ、社会復帰を促します。

●保護観察
保護司等の監督の下で少年が改善・更生することが可能と認められ
る場合は、少年が自分自身の力で社会復帰できるように、保護観察
官や保護司が補導援護する保護観察の処分にします。

保 護 処 分

●死刑
罪を犯した時18歳未満の者を死刑をもって処断すべきときは無期刑
を科します｡

●罰金刑

●無期懲役・禁錮
罪を犯した時18歳未満の者に対して無期刑をもって処断すべきとき
は、無期刑を科すか10年以上20年以下の懲役・禁錮を科すかを裁判
所が選択します。

●有期懲役・禁錮
有期刑をもって処断すべきときは、長期と短期を定めた不定期刑を言
い渡します（特定少年を除く。）。この場合、短期は10年、長期は15
年を超えることはできません。

刑 事 処 分

❶ 第一種少年院

保護処分の執行を受
ける者であって、心身
に著しい障害がない
おおむね12歳以上23
歳未満の者を収容し
ます。

❷ 第二種少年院

保護処分の執行を受
ける者であって、心身
に著しい障害がない犯
罪的傾向が進んだお
おむね16歳以上23歳
未満の者を収容します。

❸ 第三種少年院

保護処分の執行を受
ける者であって、心身
に著しい障害がある
おおむね12歳以上26
歳未満の者を収容し
ます。

このほか、少年院において懲役又は禁錮の刑の執行を受ける者を収容する
第四種少年院、特定少年のときに２年の保護観察処分を受けた者が、その遵
守すべき事項を遵守しなかったと認められる事由があり、その程度が重く、
かつ、少年院において処遇を行わなければ本人の改善及び更生を図ること
ができないと認められる場合に、当該者を収容する第五種少年院があります。
各少年院は、在院者の特性に応じた矯正教育課程に分かれています。

審　判

起 訴 不起訴

検察庁

警察署

事件
発生
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